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板橋区不燃化特区事業助成金交付要綱 

 

平成 26年１月９日 

改正 平成 26 年９月 29日 

改正 平成 27年５月１日 

改正 平成 28 年８月 23日 

改正 平成 29 年３月６日 

 改正 令和３年３月 26日 

改正  令和３年４月１日 

改正 令和５年３月 23日 

板橋区長決定 

 

 

(目的） 

第１条 この要綱は、大規模な震災等による火災や都市機能の低下を防ぐとと

もに区民の生命と財産を守るため、不燃化特区に指定された区域内において、

建築物の不燃化等を行う者に対してその費用の一部を助成することにより、

燃え広がらない・燃えないまちづくりを推進し、災害に負けない強靭な不燃

都市を構築することを目的とする。 

 

(定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 不燃化特区 

東京都不燃化推進特定整備地区制度要綱((平成 25年 3月 29日 24都市整防

第 598号)に基づき指定された不燃化推進特定整備地区をいう。 

(2) 不燃化特区整備プログラム 

不燃化特区ごとに策定された、不燃化のための実施施策や事業内容を示し

たプログラムをいう。 

(3) 推進計画整備プログラム 

東京都防災都市づくり推進計画（令和 3年 3月改定)で定められた整備プ

ログラムをいう。 

(4) 不燃化事業 

老朽建築物の除却事業及び耐火建築物等への建替え事業並びにこれらの

事業の効果を促進するための事業をいう。 

(5) 耐火建築物等 

建築基準法(昭和 25年法律第 201号)第 53条第 3項第 1号イに規定する耐

火建築物等又は同号ロに規定する準耐火建築物等をいう。 

(6) 老朽建築物 

主要構造部が木造で、耐用年限(減価償却資産の耐用年数等に関する省令

(昭和 40年大蔵省令第 15号）別表第一に定める耐用年数をいう。）の３分の

２を経過している建築物で、耐火建築物等（平成４年６月 26日付法改正以

前の簡易耐火建築物を含む。）以外のものをいう。 

(7) 共同住宅等 

共同住宅および長屋（重層長屋を含む）をいう。 
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(8) 補助対象面積率 

建築物の住宅の部分に係る床面積を延面積で除した数値をいう。 

(9) 防災生活道路 

推進計画整備プログラムで位置づけられている防災生活道路をいう。 

(10) 親族等 

２親等以内の親族をいう。 

(11) 所有者等 

土地若しくは建築物の所有者又は申請手続きについて所有者の委任若し

くは承諾を受けた親族等をいう。 

２ 前項のほか、この要綱における用語の定義は、東京都不燃化推進特定整備

事業補助金交付要綱(令和 5年 3月 1日 4都市整防第 800号)による。 

 

(助成の対象となる事業） 

第３条 助成金の交付対象となる事業(以下「助成事業」という。）は、不燃化

特区における不燃化特区整備プログラム又は推進計画整備プログラムの内容

に従い実施される不燃化事業であって、別表１に掲げる助成要件に該当する

ものをいう。 

２ 前項の規定にかかわらず、法令、条例、規則、その他要綱において同様の

助成金の交付を受けるときは、交付の対象となる建築物及び土地の全部につ

いて本要綱による助成事業の対象としない。 

 

(助成を受けることができる者） 

第４条 助成を受けることができる者は、助成事業の対象となる所有者等で次

の各号に該当する者とする。 

(1) 団体又は法人でないこと。 

(2) 特別区民税及び軽自動車税等を滞納していないこと。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でない

こと。 

 

２ 老朽建築物の建替等助成を受けることができる者は、前項に規定する者の

うち、過去 5年以内に老朽建築物除却助成を受けた者又はその所有者等とす

る。 

 

(助成金の額等） 

第５条 区長は、区の予算の範囲内において、前条の者に対して、助成金を交

付することができる。 

２ 助成対象経費及び助成金の額(消費税相当額は除く。) は、別表１のとおり

とする。なお、助成金の額に 1,000円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

 

(助成事業の承認申請等） 

第６条 第４条に規定する者が助成金の交付を受けようとするときは、工事に

着手する１４日前（ただし、東京都板橋区の休日に定める条例（平成元年板

橋区条例第１号）第１条第１項に定める休日は除く）に板橋区不燃化特区事
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業適用承認申請書(別記第１号様式）に関係書類を添えて区長に提出し、工事

着手前に助成事業の承認を受けなければならない。 

 

２ 区長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、助成事業の各要

件に適合すると認めたときは、板橋区不燃化特区事業適用承認通知書(別記第

２号様式）により、適合しないと認めたときは、板橋区不燃化特区事業適用

不承認通知書(別記第２号様式の２）により、当該申請者に通知するものとす

る。 

３ 区長は前項による承認にあたり条件を付すことができる。 

 

(承認の取り消し） 

第７条 区長は、板橋区不燃化特区事業適用承認(以下「事業承認」という。) を

受けた者 (以下「助成事業者」という。) が次の各号の一に該当した場合は、

当該承認を取り消すことができる。 

(1) 建築基準法及び他の関係法令に違反したとき。 

(2) 区の要綱等による定めに適合しなくなったとき。 

(3) 助成事業の各要件に適合しなくなったとき。 

(4) 虚偽の申請その他不正な手段により承認を受けたとき。 

(5) 事業承認の条件に反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により事業承認を取り消したときは、速やかに板橋区

不燃化特区事業適用承認取消通知書(別記第２号様式の３）により、助成事業

者に通知するものとする。 

 

(着手報告） 

第８条 助成事業者が、助成事業の工事に着手しようとするときは、速やかに

板橋区不燃化特区事業着手報告書(別記第３号様式)に関係書類を添えて、区

長に報告しなければならない。 

 

(事業承認の変更) 

第９条 事業承認の内容を変更(申請者又は事業承認のスケジュール若しくは

大幅な設計の変更を伴わない変更(以下｢軽微な変更｣という。) を除く。)し

ようとするときは、板橋区不燃化特区事業適用変更承認申請書 (別記第４号

様式）に関係書類を添えて区長に提出し、助成事業の変更の承認を受けなけ

ればならない。 

２ 区長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、助成事業の各要

件に適合すると認めたときは、板橋区不燃化特区事業適用変更承認通知書(別

記第４号様式の２）により、適合しないと認めたときは、板橋区不燃化特区

事業適用変更不承認通知書(別記第４号様式の３）により、当該申請者に通知

するものとする。 

 

(検査・調査及び報告) 

第 10条 区長は、必要に応じて助成事業の実施状況を検査又は調査し、助成事

業者に対しその報告を求めることができる。 

２ 助成事業者は、前項により報告を求められたときは、板橋区不燃化特区事

業実施状況報告書(別記第５号様式）により助成事業の実施状況を、区長に報

様式/【新】第1号様式　事業適用承認申請書(第6条）　.doc
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告するものとする。 

３ 区長は、前項の報告により当該助成事業が適正に実施されていないと認め

たときは、口頭又は板橋区不燃化特区事業実施指導書(別記第６号様式)によ

り、当該助成事業が適正に実施されるよう指導することができる。 

４ 助成事業者は、助成事業に軽微な変更があるときは、板橋区不燃化特区事

業実施状況報告書(別記第５号様式）により区長に報告するものとする。 

 

(取止め） 

第 11条 助成事業者が、次の各号に該当する場合は、板橋区不燃化特区事業適

用承認取止届(別記第７号様式)により、区長に届け出なければならない。 

(1) 事業承認を受けた助成事業を取止めたとき。 

(2) この要綱による助成を辞退するとき。 

２ 区長は、前項の取止届が提出されたときは、事業承認を取り消すとともに、

第７条第２項を準用し、当該願届出者に通知するものとする。 

 

 

（助成金の実績報告及び交付申請） 

第 12条 助成事業者は、助成事業が完了し助成金の交付を受けようとするとき

は、速やかに板橋区不燃化特区事業完了実績報告及び助成金交付申請書(別記

第８号様式）に関係書類を添えて区長に提出しなければならない。 

 

(助成金の交付決定及び額の確定） 

第 13条 区長は、前条の規定による報告及び申請を受けたときは、審査及び現

地調査を行い、助成事業の各要件に適合すると認めたときは、助成金の交付

を決定するとともに額を確定し、板橋区不燃化特区事業助成金交付決定兼交

付額確定通知書(別記第９号様式)により当該助成事業者に通知するものとす

る。 

 

２ 区長は、前項の審査及び現場検査の結果、助成事業の各要件に適合しない

と認めたときは、前条の申請者に対し助成事業の各要件に適合させるための

措置をとることを、板橋区不燃化特区事業是正命令書(別記第 10号様式)によ

り命ずることができる。 

３ 命令を受けた者が必要な措置を講じたときは、板橋区不燃化特区事業実施

状況報告書(別記第５号様式）により、区長に報告するものとする。 

４ 区長は、命令を受けた者が必要な措置を講じないときは、板橋区不燃化特

区事業助成金不交付決定通知書(別記第 11号様式)により当該申請者に通知す

るものとする。 

 

(助成金の請求及び交付） 

第 14条 前条の規定により助成金の交付決定及び額の確定の通知を受けた者は、

速やかに板橋区不燃化特区事業助成金請求書(別記第 12号様式)に支払金口座

振替依頼書を添えて、区長に提出しなければならない。 

 

２ 区長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し確定した

額の助成金を請求者に交付するものとする。 

様式/【新】第8号様式　実績報告及び交付申請書（第12条）.doc
様式/【新】第8号様式　実績報告及び交付申請書（第12条）.doc
様式/【新】第9号様式　交付決定兼交付額確定通知書（第13条）.DOC
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(交付決定の取り消し） 

第 15条 区長は、前条第１項に定める者が次の各号のいずれかに該当する場合

は、板橋区不燃化特区事業助成金交付決定取消通知書(別記第 13号様式）に

より、助成金の交付決定を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

(2) 助成金を他の用途に使用したとき。 

(3) 助成金の交付決定の内容並びにこれに付した条件又はその他法令若しく

は条例並びに規則に基づく命令に違反したとき。 

(4) 事業承認の取消を受けたとき。 

 

(助成金の返還） 

第 16条 区長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合におい

て、既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるも

のとする。 

 

(土地又は建築物管理義務) 

第 17条 助成事業者は、助成の対象となった土地又は建築物を、第１条の目的

に沿って適正に管理しなければならない。 

 
（申請書類の著作権処理） 
第 18条 この要綱の定めに基づき申請者が提出する書類において、図面や写真
等の著作物を利用や記載等をする場合、著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）
第 21 条に定める複製権、同法第 22 条の２に定める上映権、同法第 23 条第
１項に定める公衆送信権、同条第２項に定める公の伝達権等の権利について、
申請者は、著作物を国、都及び区が利用することに関して、当該著作物の著作

権者から同法第 63 条に定める著作物の利用の許諾を事前に得なければならな
い。 

 

(補則） 

第 19条 この要綱に定めのない事項は、東京都板橋区補助金等交付規則(昭和

42年３月 31日板橋区規則第３号）の定めるところによるものとし、その他こ

の助成に関し必要な事項はまちづくり推進室長が定める。 

 

付 則 

１ 別表１における都市計画で定められた最低敷地面積について、当該面積が

都市計画で定められるまでの期間、同表中｢都市計画で定められた最低敷地面

積｣とあるのは｢60㎡｣とする。 

２ この要綱は、平成 26年４月１日から適用する。 

付 則(平成 26年 9月 29日一部変更) 

この要綱は、平成 26年９月 29 日から適用し、平成 33年 3月 31日に限り

その効力を失う。 

付 則(平成 27年 5月 1日一部変更) 

この要綱は、平成 27年４月１日から適用し、平成 33年 3月 31日に限りそ

の効力を失う。 
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付 則(平成 28年 8月 23日一部変更) 

この要綱は、平成 28年４月１日から適用し、平成 33年 3月 31日に限りそ

の効力を失う。 

 

付 則(平成 29年 3月 6日一部変更) 

この要綱は、平成 29年 4月 1日から適用し、平成 33年 3月 31日に限りそ

の効力を失う。 

 

付 則(令和 3年 3月 26日一部変更) 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

 

付 則(令和 3年 4月１日一部変更) 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から適用する。 

 

付 則(令和 5年 3月 23日一部変更) 

この要綱は、令和 5年 4月 1日から適用する。 



別表1(第３条・第５条関係)　助成対象経費及び助成金の額等

助成項目 助成対象 助成額 助成要件

老朽建築
物の除却

老朽建築物の除却
に要する費用

老朽建築物及びこれに付属
する工作物の除却に要する
費用と区長が別に定める除
却単価に除却を行う面積を
乗じて得た額とのいずれか
低い額で150万円を限度とす
る。
ただし、昭和56年6月1日以
降に建築された老朽建築物
を除却する場合は、100万円
を限度とする。

老朽建築物を全部除却するものであること。

老朽建築物の戸建
への建替工事にか
かる設計・監理費
用

建替え工事に要する設計及
び工事監理費用と地上1階か
ら3階までの床面積の合計に
応じて区長が別に定める額
のいずれか低い額で、100万
円を限度とする。

老朽建築物の共同
住宅等への建替工
事にかかる設計・
監理費用

設計及び工事監理に要する
費用と、区長が別に定める
業務報酬額の、いずれか低
い額に補助対象面積率と2/3
を乗じて得た額で、100万円
を限度とする。

老朽建築物の建替
え工事に要する費
用

沿道の不
燃化

防災生活道路沿道
にある老朽建築物
の建替え工事に要
する費用

助成事業
の効果促
進

老朽建築物の除却
後の更地を監理す
るための管理柵の
設置に要する費用
(柵本体の費用を除
く。)

柵の設置に要する費用と区
長が別に定める柵の設置単
価に柵の長さを乗じて得た
額とのいずれか低い額で、
25万円を限度とする。

①老朽建築物除却助成の助成事業者による更地の
管理に要する柵であること。
②防災上有効な更地として適正に管理される更地
に設置されるものであること。
③最初の設置にかかるものであること。
④更地の面積は100㎡以上であること。
⑤固定資産税・都市計画税の減免を受けられる更
地であること。

次に掲げる建築物の設計であること。
①耐火建築物等であること。
②板橋区景観計画の基準に配慮したものであるこ
と。
③敷地面積は、都市計画で定められた最低敷地面
積以上のものであること。ただし、不燃化特区指
定日においてその面積未満である現に建築物の敷
地として使用されている土地及び不燃化特区指定
日以降に公共施設用地として提供したことにより
その面積未満に減少した土地についてはこの限り
ではない。
④-Ⅰ建築物の外壁面が隣地境界線から50cm以上後
退した計画であること。ただし、敷地面積が都市
計画で定められた最低敷地面積未満の場合におい
て建築計画上やむを得ないとき及び建築基準法第
53条第5項第1号の適用を受ける建築物はこの限り
ではない。
④-Ⅱ地区計画の区域においては、④-Ⅰは適用せ
ず、地区計画の定めによる。
⑤建築基準法第42条2項道路(以下｢2項道路」とい
う。)に敷地が接している場合は、板橋区細街路拡
幅整備要綱による後退整備事業で整備するもの。
又は、同等の整備をするもの。

老朽建築
物の建替

等

①新築する建物が、老朽建築物の建替等の設計要
件に適合するものであること。
②防災生活道路沿道にある老朽建築物の建替えに
おいては別表2の基準により緑化を行うものである
こと。
③道路の拡幅(用地買収による拡幅、2項道路の
セットバック、地区計画による壁面後退等をい
う。)が伴う道路については拡幅すること。
④防災生活道路沿道にある老朽建築物の建替えに
おいては拡幅に係る確約書を提出すること。

建替え工事に要する費用と
地上1階から3階までの床面
積の合計に応じて区長が別
に定める額のいずれか低い
方の額とする。



別表2　緑化の基準

①　敷地面積が100㎡以上、1,000㎡未満の場合

ア 敷地面積×(1‐法定建蔽率)×α

イ 敷地面積×(１-0.8)×α

ウ (敷地面積-建築面積)×α

敷地面積
　　　(㎡)

100以上
200未満

200以上
300未満

300以上
1,000未満

α 0.1 0.2 0.25

②　敷地面積が1,000㎡以上の場合

　次のア、イのいずれか小さい面積以上。

ア (敷地面積-建築面積)×0.3

イ ｛敷地面積-(敷地面積×法定建蔽率×0.8)｝×0.3

　緑化面積は、敷地の面積に応じて、東京都における自然の保護と回復に関する条例(平成12年12月22日条例
216号)に基づく緑化計画制度における算出方法により算定されたものであること。

　次のアからウまでのうち、いずれか小さい面積以上。ただし、区長が別途定める場合はこの限りではない。

※①、②において、法定建蔽率には角地等の緩和規定による割合を含むものとし、また、法定建蔽率が90%を超
える場合は90%とする。


